
（様式 1） 

審査基準（申請に対する処分関係） 

 

担当課 用 地 課 検索番号 １－６ 

法令名 土地収用法 根拠条項 １６、１３８－１ 

許認可等 事業の認定 

（根拠規定） 

○ （権利、物件及び土砂砂れきの収用又は使用に関する準用規定） 

土地収用法第１３８条第１項 

第１０条、第３章、第４章、第５章第２節、第６章（第７６条及び第８１条を除く。）、第７

章（第１０６条及び第１０７条を除く。）、第８章から第１０章まで及び第１３６条の規定は、

第５条に掲げる権利若しくは第６条に掲げる立木、建物その他土地に定着する物件を収用し、

又は使用する場合又は第７条に規定する土石砂れきを収用する場合に準用する。（以下省略） 

 

○ 土地収用法第１６条 

  起業者は、当該事業又は当該事業の施行により必要を生じた第３条各号の一に該当するもの

に関する事業（以下「関連事業」という。）のために土地を収用し、又は使用しようとするとき

は、この節の定めるところに従い、事業の認定を受けなければならない。 

 

○ 土地収用法第２０条 

  国土交通大臣又は都道府県知事は、申請に係る事業が左の各号のすべてに該当するときは、

事業の認定をすることができる。 

 １ 事業が第３条各号の一に掲げるものに関するものであること。…内容は別紙のとおり（土

地収用法第３条） 

 ２ 起業者が当該事業を遂行する充分な意思と能力を有する者であること。 

 ３ 事業計画が土地の適正且つ合理的な利用に寄与するものであること。 

 ４ 土地を収用し、又は使用する公益上の必要があるものであること。 

 

 

（許認可等の基準） 

事業の認定に当っては、次の基準とする。 

○ 土地収用法第３章事業の認定の規定運用に関する件（昭和２６年１２月１５日付け建設省管

発第１２２０号建設省管理局長通牒） 

 １ 事業の認定に関する同法第２０条の規定の運用については、下記各号により慎重を期せら

れたい。 

（イ）同条第１号の要件については、事業が第３条各号の一に掲げるものに該当するや否や

を審査すること。 

（ロ）同条第２号の要件を審査するに当つては、起業者が地方公共団体である場合はその議

会の議決の有無、一般法人である場合は当該法人として正式に意思が決定されているや

否や等に留意して起業者の意思を確め、又当該事業の施行について行政機関の許可、当

該事業の施行に必要な財源に対する措置の有無等に留意し、事業遂行の能力を確むる等

致されたい。 

（ハ）同条第３号の要件の審査に当つては、例えば他により適当な地点がありや否や、当該

特定の土地等が必要なりや否やを具体的に事案に即し、判定すること。 

（ニ）同条第４号の要件の審査に当つては、「公共のための必要」の有無に特に留意すること。

即ち、収用の要件である事業の公益性は、申請に係る事業の個々について判断すべきも
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のであるから、前記（イ）の要件を具備することをもつて足れりとせず、具体的事案に

即し慎重に公益性の有無を判断すること。例えば、第３条第３０号の事業の如きは、起

業地の選定を誤り易く、その結果、公共のための必要の要件を具備せざるに至ることな

しとせず、又第３１号又は３２号の事業については、地方公共団体の事務又は事業の用

に供する施設であることのみでは未だ土地を収用する公益上の必要があると断定し難い

場合が多く、これらの場合には特に公共の利益の有無について慎重且つ公正な判断を必

要とする。その他、第３条列記のすべての事業についても同様の留意が必要であつて、

事業の公益性が一般に納得しうる客観性がありや否やを、具体的事業及び当該特定の土

地等につき、精査せられたい。 

 

○ 土地収用法に基づく事業認定等に関する許認可等の審査基準及び不利益処分の処分基準（平

成１２年１１月３０日制定） 

許認可等の基準についての指針 

３ 土地収用法第１６条に基づく認定（第１３８条第１項において準用する場合を含む。）（事

業の認定） 

  （１）事業が第３条各号の一に掲げるものに関するものであること。 

  （２）起業者が当該事業を遂行する充分な意思と能力を有する者であること。（①事業遂行の

意思については、起業者が地方公共団体である場合はその議会の議決があるか、または

その予定があること、一般法人である場合は当該法人として正式に意思が決定されてい

るか、またはその予定があること等により確認すること。②事業遂行の能力については、

事業の施行に先立って行政庁の許可等の手続が必要な場合には当該許可等を受けている

か、またはその見込みがあること、当該事業の施行に必要な財源に対する措置をしてい

るか、またはその見込みがあること等により確認すること。） 

  （３）事業が公益性を有すること。（事業の公益性については、形式的に土地収用法第３条各

号に該当していれば足りるのではなく、一般に納得しうる客観性があるかどうかを、具

体的事業及び当該特定の土地等について判断すること。） 

  （４）事業計画が土地の適正且つ合理的な利用に寄与するもので、収用し、又は使用しよう

とする土地が必要最小限であること。（他により適当な地点があるかどうか、当該特定の

土地等が必要かどうか等を具体的に事案に即し、判断すること。） 

  （５）当該土地がその事業の用に供されることによって得られるべき公共の利益が、当該土

地がその事業の用に供されることによって失われる利益に優越すること。 

 


